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令和７年度

松島町下水道事業会計補正予算（第２号）

松  島  町



　第１条　令和７年度松島町下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　第２条　令和７年度松島町下水道事業会計予算（以下「予算」という。）は、第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　第３条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　　　　　　　　　令和７年１２月１５日提出

松島町長　櫻　井　公　一

議案第９９号

支　　　　　　　　　　　　出

　　令和７年度松島町下水道事業会計補正予算（第２号）

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

第１款 下 水 道 事 業 費 用 ９２３，５３６　千円 ４８０　千円 ９２４，０１６　千円

　第１項 営 業 費 用 ８８９，７２０　　　 ４８０　　　 ８９０，２００　　　

上 記 以 外 の 予 算 ３３，８１６　　　 ０　　　 ３３，８１６　　　

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

職 員 給 与 費 ３１，３５３　千円 ９２０　千円 ３２，２７３　千円



収益的支出

1

1

5 1  職員給

節

区 分 金 額

千円 千円 千円 千円 千円

下 水 道 事 業 費 用 923,536 480 924,016

営 業 費 用 889,720 480 890,200

総 係 費 27,952 480 28,432 給 料 270 270

上記以外の予算 861,768 0 861,768

上 記 以 外 の 予 算 33,816 0 33,816

－１－

下水道事業会計補正予算説明書（第２号）

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

2 手 当 150  期末手当 80
 勤勉手当 70

6 法 定 福 利 費 60  共済組合負担金 20
 退職手当組合負担金 40



資本的支出

1

1

1 1  職員給

－２－

節
区 分 金 額

千円 千円 千円 千円 千円

資 本 的 支 出 417,104 0 417,104

建 設 改 良 費 114,452 0 114,452

管渠建設改良費 114,452 0 114,452 給 料 250 250

上 記 以 外 の 予 算 302,652 0 302,652

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

2 手 当 150  通勤手当 10
 期末手当 75
 勤勉手当 65

6 法 定 福 利 費 40  共済組合負担金 10
 退職手当組合負担金 30

8 備 消 耗 品 費 △ 54  消耗品費 △ 54

23 旅 費 △ 55  特別旅費 △ 55

24 負 担 金 補 助 △ 331  下水道事業団研修負担金 △ 331
及 び 交 付 金



１　総括 （単位：人・千円）

職 員 数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 賃　　金 手　　当 計

損益勘定支弁職員 2 7,470 4,215 11,685 3,410 15,095

資本勘定支弁職員 2 8,710 4,393 13,103 4,075 17,178

合 計 4 16,180 8,608 24,788 7,485 32,273

損益勘定支弁職員 2 7,200 4,065 11,265 3,350 14,615

資本勘定支弁職員 2 8,460 4,243 12,703 4,035 16,738

合 計 4 15,660 8,308 23,968 7,385 31,353

損益勘定支弁職員 0 270 150 420 60 480

資本勘定支弁職員 0 250 150 400 40 440

合 計 0 520 300 820 100 920

管 理 職 扶　　養 通　　勤 特　　殊 時 間 外 期　　末 勤　　勉 住　　居 児　　童 管理職員 災害派遣
勤　　務 勤　　務 特別勤務

手　　当 手  　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当

補正後 500 140 260 0 600 3,667 3,071 230 120 20 0

補正前 500 140 250 0 600 3,512 2,936 230 120 20 0

比　較 0 0 10 0 0 155 135 0 0 0 0

－３－

補正予算給与費明細書

区 分 法定福利費 合　計

補
正
後

補
正
前

比
較

手当の内訳

区　分



提 案 理 由 書 

議案第９９号 

 

令和７年度松島町下水道事業会計補正予算（第２号）について 

 

今回の補正につきましては、令和７年人事院勧告を鑑みた給与の改定による人件費

及び建設改良費の精査について補正するものであります。 

これにより、下水道事業費用の総額を９２４，０１６千円とするものであります。 

 


